
 

 

   
 

１ 呉市農業の現状 
 

農業者の減少 

令和７年の農家数は1,642戸ですが，

そのうち，約６割の1,026戸が自給的

農家で，販売農家は616戸となってい

ます。 

令和２年と比較すると，総数で 599

戸減少し，うち販売農家は232戸の減

少となっています。 

 

 

 

  農家数の推移 

経営耕地面積も減少 

令和７年の農業経営体は700経営体

で，そのうち，販売額が50万円に満た

ない経営体が，約５割を占めています。 

また，500 万円以上販売した経営体

数は，令和２年と比較すると，１経営

体増加し，42経営体でほぼ横ばいとな

っています。 

 

 
    販売額別の農業経営体数 

経営耕地面積も減少 

令和７年の経営耕地面積は416ha で，

令和２年と比較すると164ha 減少して

います。 

また，耕地別でも全ての耕地が減少

しており，中でも樹園地が最も大きく

減少しています。 

 

 

 

    経営耕地面積の推移 

 

２ 呉市農業の振興策 
 

取組 その１ 

担い手育成対策 
 

新規就農者や農業参入企業など多

様な担い手を確保・育成するため，技

術習得から経営ノウハウの習得まで支

援する体制の構築に取り組みます。 

 

取組 その２ 

産地育成対策 
 

フルーツ産地の育成，農産物のブラ

ンド化や販路拡大，農業者の所得向上

や地域の活性化に取り組みます。 

取組 その３ 

農地保全対策 
 

遊休農地の再生や農村環境を守り

育む事業，中山間地域等の条件不利地

域の保全に取り組みます。 

 

 

取組 その４ 

有害鳥獣対策 
 

イノシシなどの有害鳥獣対策につ

いては，「防御」，「捕獲」，「広報・啓発」，

「調査・研究」の４本柱で事業を展開

していますが，有害鳥獣による農産物

等の被害防止を図るため，より効率

的・効果的な対策を推進します。 

また，ジビエに関する様々な事業を

展開し，ジビエ利活用にも取り組みま

す。 

 

 

（戸） 

（経営体） 
（ha） 

（万円） 

1,642 

2,241 



 

 

３ 農業関係の支援制度  
 

新規就農者の 
経営安定を支援します 

新規就農者総合支援事業 

市内に就農する新規就農者に対し，

経営の早期安定化が図られるよう技術

習得や設備取得経費等を助成し，次代

の担い手の確保・育成を図ります。 

 

■ 新規就農定着支援奨励金 

≪対象≫ 

就農初期に必要な設備・機械の導入，

農地の取得等に要する経費 

≪対象者の主な要件≫ 

・農業専業経営を市内で新規に開始し

て５年が経過していない 60 歳以下の

者 

・県立大学校等を卒業した者又はそれ

と同等の農業実務経験が１年以上あり，

農業専業経営を行う技術力を持つと認

められる者 

・５年以内に農業所得が250万円以上

となる見込みがあること。 

※この他にも要件がありますので，詳

細はお問い合わせください。 

≪助成金額≫ 

100 万円/件以内（新規就農者：経費

の全額，後継者：経費の1/2） 

 

■ 実践農業技術研修支援奨励金 

≪対象≫ 

新規就農者(研修終了時 45 歳以下)

の就農前研修(６ヶ月以上２年以内)に

係る経費 

≪対象者≫ 

新規就農する者が就農する前に研

修を受ける受入先（呉市内認定農業者） 

≪助成金額≫ 

96 万円/人以内 

■ 新規就農者育成総合対策（経営

開始資金・経営発展支援事業） 

≪内容≫ 

就農後の経営発展のための機械等

導入の支援や経営開始資金を助成しま

す。 

・経営開始資金 

165 万円/年（最長３年間） 

・経営発展支援事業 

 融資を受けて導入した機械等の費用

を最大750万円助成（県の支援が必須。

個人負担は事業費の1/4） 

≪対象者の主な要件≫ 

・独立，自営就農時の年齢が49歳以下 

であること 

・自ら作成した青年等就農計画が認定

され，主体的に農業経営を行うことが

できる認定新規就農者であること 

・農業大学校や県指定の認定研修施設

で農業技術等を習得し，青年等就農計

画の達成が確実に見込めること 

・農地の所有権又は利用権を有してい

ること 

・目標地図に位置づけられている，も

しくは，位置づけられることが確実と

見込まれること 

※この他にも要件がありますので，詳

細はお問い合わせください。 

 

環境に優しい農業生産 
活動を支援します 

環境配慮型農業推進事業 

温室効果ガスの削減を図るため，農

業生産に利用する牛糞等の堆肥の投入

に対し，その経費の一部を助成します｡ 

 

■堆肥投入事業 

≪対象者≫  

農業者及び農業生産を行う団体（生産

物の販売を行っている者） 

≪対象農地≫ 

対象者が耕作する農地 

≪助成要件≫ 

･堆肥投入面積 10アール以上 

･投入量    1 トン/10アール以上 

･補助率    1/2以内 

･補助額上限  2,500円/トン 

（運搬費，散布代は対象外） 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：１７件 

 

☆新規就農者支援や上記事業 
に関するお問い合わせ☆  

農林水産課 農業振興センター 

☎ 77－0374 

 

 

 

 

 

スマート農業等の 
取組を支援します 

スマート農業等推進事業 

 担い手等がＡＩやＩｏＴなどの先

端技術を活用した機器等を導入する際

の経費の一部を予算の範囲内で助成し

ます。 

 

■ スマート農業施設等整備事業 

≪対象者≫ 

認定農業者，認定新規就農者等の地

域農業の担い手等 

≪対象経費≫ 

ビニールハウス等に設置する統合

型環境制御システムの購入・設置費 

≪助成金額≫ 

・対象経費の1/2以内 

・上限 100 万円 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：２件 

 

■ ドローン防除導入支援事業 

≪対象者≫ 

市内に支店のある農業協同組合又

は市内で活動している農業者団体 

≪対象経費≫ 

地形マッピング経費を伴うドロー

ン防除委託費（農薬代を除く） 

≪助成金額≫ 

ドローン防除面積 10 アール当たり

7,500 円以内 

 

生産性向上，流通改善 
を支援します 

農山村生産流通等改善事業 

農業生産の向上のための設備投資

や流通の効率化等を図る取組に要する

経費の一部を予算の範囲内で助成しま

す。 

≪対象者≫  

市内に居住する販売目的で農産物

を生産（耕作）している販売農家等 

 

■ 農業生産施設等整備 

≪対象≫  

農作業の省力化・効率化を図り，生

産拡大及び農業所得の向上を目的とす

る施設の整備や機械の購入 



 

 

 

例）かん水施設，ハウス等 

≪助成金額≫ 

・施設整備等の経費の1/3以内 

・上限 30万円  

≪事業実績≫ 

 Ｒ７年度：３件 

 

■ 農業流通施設等整備 

≪対象≫ 

 生産物の付加価値化や出荷作業の効

率化を図り，生産拡大及び農業所得の

向上を目的とする施設等の整備 

例）保冷庫，選果機等 

≪助成金額≫ 

・施設整備等の経費の1/3以内 

・上限 30万円  

≪事業実績≫ 

 Ｒ７年度：１件 

 

■ 農産加工施設等整備等 

≪対象≫  

① 新たな農産加工品の開発を目的と

した加工施設及び設備等の整備 

②新たな農産加工品の開発を目的とし

た販路拡大のための活動 

≪助成金額≫ 

・加工に必要な施設等の整備費，加工

品の販路拡大に要する経費の1/3以

内 

・上限 30万円  

 

フルーツ産地の育成 
を支援します 

フルーツアイランド事業 

産地が一体となってフルーツ産地

の育成を図る取組に要する経費の一部

を予算の範囲内で助成します。 

≪対象者≫  

市内に支店のある農業協同組合又は市

内で活動している農業者団体 

≪対象≫ 

①産地で推進する品目の大苗購入費 

②新植・改植を促進させるための肥料， 

土壌改良材購入費 

③専門家による技術支援費(講師謝金

等) 

≪助成金額≫ 

①1/5以内 上限：なし 

②1/2以内 上限：2,500円/個 

③講師1人当たり上限：2,000 円/時間 

≪事業実績≫ 

 Ｒ７年度：３団体 

条件不利地域の農地保全 
を支援します 

中山間地域等直接支払事業 

農業生産条件の不利な中山間地域

等において，集落等を単位に農用地を

維持・管理していくための農業生産活

動等を継続する集落に対して助成しま

す。 

≪対象≫ 

農業振興地域の農用地で傾斜基準

等を満たす農用地が１ヘクタール以上

まとまって存在する地域で，集落協定

に基づき５年以上継続して農業生産活

動を行う集落 

≪助成単価≫  （10 アール当たり） 

区分 通常単価 8 割単価 

田 
急傾斜 21,000 円 16,800 円 

緩傾斜 8,000 円 6,400 円 

畑 
急傾斜 11,500 円 9,200 円 

緩傾斜 3,500 円 2,800 円 

※取組内容により単価が異なります。 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：参加協定数11 

 

遊休農地の再生を 
支援します 

遊休農地再生支援事業 

５年以上の耕作を行う目的で，市内

の遊休農地を３アール以上再生する農

業者等の取組に要する経費の一部を予

算の範囲内で助成します。 

≪対象者≫ 

農業者，農業法人，農業参入企業及

び農業者等の組織する団体等（３アー

ル以上の農地を所有（借地含む）してい

ること) 

≪対象経費≫ 

① 草刈，抜根，整地に要する経費(本

人以外の労務費，消耗品費(小農具

等)，機械器具借上代，燃料費等) 

②上記①の再生作業が行われた農地の

土壌改良に要する経費(堆肥，石灰

等)  

≪助成金額≫ 

・1/2以内 

・助成額：14,000 円/アール以内 

・上限 30万円  

 

農業用施設や農村環境の
保全活動を支援します 

多世代交流型農村環境保全事業 

農業従事者だけでなく，住民全体で
農村環境を地域の資源として行う保全
等の活動を支援します。 
≪対象≫ 
農道・水路等の点検，草刈り，泥あ

げ，農道等法面の景観作物の植栽等に
よる適切な維持保全，農業資源の長寿
命化などの活動 
（市街化区域外であること） 
≪対象者≫ 
市内の農業従事者と非農業従事者

で構成する団体 
≪助成金額≫ 
田：上限 4,400 円 / 10 アール 
畑：上限2,800 円 / 10 アール 

≪事業実績≫ 
Ｒ７年度： 15団体 

 

肥料等の価格高騰分 
を支援します 

呉市農業者肥料等価格高騰 

対策事業 

 近年の農業生産資材の高騰の影響
を緩和するため，肥料等の価格上昇分
に対して予算の範囲内で一部助成しま
す。 
 この事業は，国の物価高騰対応重点
支援地方創生臨時交付金を活用してい
ます。 
■ 肥料価格高騰対策事業 
≪対象者≫ 
令和８年中に肥料を20万円以上購入
した市内の販売農業者・農業法人 
≪対象経費≫ 
令和８年中に購入した肥料（堆肥購入
費，消費税等は除く）の3/10 
≪助成金額≫ 
・対象経費の1/2以内 
・上限 20万円 

■ 飼料価格高騰対策事業 
≪対象者≫ 
令和８年中に飼料を 100 万円以上購
入した市内の認定農業者（畜産業） 
≪対象経費≫ 
令和８年中に購入した飼料（消費税等
は除く）の3/10 
≪助成金額≫ 
・対象経費の1/2以内 
・上限 100 万円 

☆農業振興施策に 
関するお問い合わせ☆ 

農林水産課 農業振興グループ 

☎ ２５－３３１８ 



 

 

イノシシ等に係る防護柵等
の設置や捕獲を支援します 

有害鳥獣対策事業 

有害鳥獣による農作物等の被害を

未然に防ぐ事業や捕獲に対する支援を

行います。 

■ イノシシ等の専門家派遣事業 

国の研究機関の，有害鳥獣に関する

専門家の指導を現地で受けながら，イ

ノシシ等の生態に即した対策（①防御

②捕獲③イノシシ等が出没しにくい生

活環境の改善等）に，地域ぐるみで取

組む活動を支援します。 

《対象者》 

有害鳥獣対策に自主的・継続的に取

組む農家等のグループ 

《助成内容》 

防護柵の設置やバッファーゾーン

（人と野生動物の緩衝帯）の整備など 

《助成金額》 

初年度 100 万円，２年目 50 万円まで 

《事業実績》 

Ｒ７年度：１件 

■ 防護柵等資材購入助成事業 

 下記の条件を満たす防護柵等の設置

や畦畔の復旧等に必要な土のう袋の購

入費用の一部，既設防護柵等の補修に

係る資材購入費用の一部を助成します。 

≪対象資材・条件≫ 

① 金網柵(目合い 100 ㎜程度の溶接

した金網，支柱) 

②電気柵(電気柵器，アルミ電線,ポー

ル，専用電池等のセット) 

③トタン柵（厚さ0.19mm 以上の亜鉛波

板鉄板，支柱） 

④ネット柵(目合い 10mm以下，幅 

１ｍ以上のナイロン製ネット，支柱

等) 

⑤防鳥網(目合い 150mm 以下のナイロ

ン製ネット，支柱，弾性ポール（4

ｍ以上）) 

⑥植生土のう袋(ポリエチレン等の材

質の植物種子を植え込んだもの) 

⑦結束線(設置に要するステンレス製

の針金・U字結束線) 

※条件：①，③，④は延長50m以上，

⑤は1a以上，⑥は10袋以上50袋まで，

⑦は針金30m程度，U字結束線は80本 

≪対象者≫ 

市内の農地を有害鳥獣被害から守

るため，防護柵等を設置した者 

≪助成金額≫ 

・対象資材の購入経費の1/3以内 

・同一年度で７万円以内 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：29件 

■ 大規模防護柵貸与事業 

農業者等が共同で大規模に防護柵

を設置する場合に，必要な資材を無料

でお貸しする事業の令和９年度の要望

団体を募集します。 

≪対象者≫ 

代表の定めがあり，販売農家３戸以上

を含む農業者等により組織された団体 

≪貸与の主な条件≫ 

柵で囲う範囲

内に耕作され

ている農地が

30 アール以

上であること。 

②柵の延長が200ｍ以上であること。 

③柵で囲う範囲内に有害鳥獣による被

害があること。 

④設置後の維持管理協定を市と締結で

きること(金網柵は14年間，電気柵

は８年間）。※他の条件もあります。 

≪貸与資材≫ 

次のいずれか１つを選択 

①金網柵 

・ワイヤーメッシュ(溶接金網) 

２ｍ×1.2ｍ 

・支柱(異形棒鋼)長さ 1.5ｍ 

②電気柵 

・電気柵(電気柵器，アルミ電線,ポー

ル，専用電池等のセット)  

■ 狩猟免許取得助成 

新たに狩猟免許を取得する場合に，

講習会受講料及び試験受験料を助成し

ます。 

≪対象者≫ 

市内在住で，新規に狩猟免許を取得

した者 

≪条件≫ 

有害鳥獣捕獲を実施すること。 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：19件 

■ 捕獲報償金 

農作物等に被害を与える有害鳥獣

の捕獲に対して助成します。 

≪対象者≫ 

市内で適法に有害鳥獣を捕獲した者 

≪助成金額≫ 

・捕獲報償金 

イノシシ・シカ１頭につき4,000 円 

サル１頭につき10,000 円 

・埋設報償金 

イノシシ・シカ・サル１頭につき

5,000 円(狩猟による捕獲の場合を

除く。) 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：イノシシ 1,580 頭 

シカ    201 頭 

■ 箱わな購入支援事業 

箱わなの購入費用の一部を助成し

ます。 

≪対象者≫ 

有害獣による農作物被害等を防止

する目的で箱わなを購入する者 

≪助成金額≫ 

事業対象経費の1/2以内（上限５万 

円/１基）※事前申請が必要。同一年度 

で１世帯１基のみ申請可 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：３件 

 

☆有害鳥獣対策に 
関するお問い合わせ☆ 

農林水産課 農林保全グループ 

☎ ２５－３３３９ 

 

農業用施設の維持補修の
原材料を支給します 

多世代交流型農業用施設 

原材料支給事業 

農家や農業団体などが，営農に資す

る農業用施設(農道・農業用水路等)の

維持補修に必要な原材料を支給します。 

≪対象≫ 

２戸以上の農家が受益者となる農

業用施設(市街化区域外・用途地域外で

あること) 

≪支給する原材料≫ 

生コン，角フリューム，砂利など 

≪支給基準≫ 

原材料費が 20 万円以下のものであ

り，小規模の事業に限る。 

≪事業実績≫ 

Ｒ７年度：５件 

 

☆原材料支給事業に 
関するお問い合わせ☆ 

農林土木課 管理グループ 

☎ ２５－３５５５ 

 


